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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、冷戦期にアメリカ合衆国が日本および韓国に対して行ったプロパガンダ活動、す

なわち「広報外交」の実態を、国内外の資料に基づいて解明しようとするものである。 

  USIA（アメリカ情報庁）は、対外放送の VOA をはじめとしてさまざまな手段を用いて「広

報外交」を行った。それとともに、その効果測定のために、各種の調査を行った。日本にお

いては定期的な世論調査によって、核問題や米軍基地に対する日本の世論を把握していた。 

 
研究成果の概要（英文）： 

The aim of this study is to elucidate the actual situation of the propaganda 
activity that is "public diplomacy" by the United States of America for Japan and 
Korea in the Cold War period, based on domestic and foreign documents. 

USIA (United States Information Agency) used various means of "the public 
diplomacy" including the foreign broadcast VOA (Voice of America). On the other hand, 
USIA conducted various surveys to measure effect of such publicity. In Japan, regular 
public opinion surveys revealed Japanese opinion to the nuclear issue and the problem 
of the US base. 
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１．研究開始当初の背景 
 

総力戦となった第２次世界大戦において
は、実際の戦闘と同様に、場合によってはそ

れ以上に心理戦（Psychological Warfare, 
PSYWAR）が重視され、新聞・雑誌などの出版
物、ラジオによる放送、パンフレット・チラ
シ・ビラなどの頒布など、多様なメディアが
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それに動員された。第２次世界大戦終結後、
国際情勢は、米ソ対立を基軸とする冷戦体制
へと移行するが、そこでは、ますます心理戦
が重視された。敵陣営に対する敵対的なプロ
パガンダはもとより、同盟国や中立国に対し
てもつねに支持や同調を獲得し、国際世論を
味方につけるためのプロパガンダ活動や「広
報外交」が展開された。 

アメリカの場合、第２次世界大戦終結後、
トルーマン政権下で国際情報政策の見直し
が行われ、それにつづくアイゼンハワー政権
は、 1953 年 8 月、「広報外交」（ Public 
Diplomacy）すなわち「合衆国の目的や政策
を他の諸国の国民に広め、合衆国の指導者に
外国の世論を伝えること」を目的とするＵＳ
ＩＡ（United States Information Agency）
を設立した。ＵＳＩＡの活動は、外国におけ
る図書館・情報センターの設置と運営、ＶＯ
Ａ（Voice of America）放送の実施、各種展
覧会の開催、外国新聞社・通信社向けの情報
提供、宣伝映画・テレビ番組の制作、諸外国
の対米世論の測定など多岐にわたっていた。 
 今日、内外で冷戦の見直しが進んでいる。
従来、こうした分野は国際政治学、国際関係
論の文脈で捉えられてきたが、ポスト冷戦期
といわれる現代において、その射程は、政治、
経済・産業分野にとどまらず、文化や社会変
容に広がっている。そこでは、冷戦がもたら
したものが世界社会における文化・社会変容
にどのような影響を与えたかが問われてい
る。とりわけ、アメリカの文化進出は、「ア
メリカニゼーション」として捉えられ、「文
化侵略」・「文化帝国主義」と非難を浴びなが
らも、「進歩」・「発展」といったポジティブ
なイメージをまとってきた。こうした「アメ
リカニゼーション」は、アメリカの対外広報
戦略と結びついたものであった。 
 
２．研究の目的 
 

本研究が目的とするのは、冷戦期にアメリ
カが日本および韓国に対し展開した「広報外
交」の実態を解明するとともに、その際にア
メリカがそうしたプロパガンダ活動の成果
を測定・評価し、それを改善するためにどの
ように社会科学的な知を動員したかを明ら
かにすることである。 

ここで、対象国として日本および韓国に特
に注目するのは、両国がアメリカにとってア
ジアの同盟国でありながら、冷戦初期には必
ずしも国内世論はアメリカに対して好意的
であったとは言えず、それだけにアメリカと
しても支持や同調を獲得するために強力な
「広報外交」を展開しなければならない状況
にあったということにある。それとともに、
中国や旧ソ連では到底不可能であったプロ
パガンダの効果測定のための各種の調査研

究が日本や韓国では可能であり、そうした調
査の成果がプロパガンダの方法の改善のた
めに用いられたからである。 
こうした視点に立って、本研究は、アメリ

カが日本および韓国に対し展開した「広報外
交」の実態を、各種の調査結果と結びつける
ことで、その再生産のメカニズムを解明する
ことにある。 
 これまでの先行研究は、最も情報公開が進
んでいるアメリカ合衆国の公文書に依拠せ
ざるを得なかったため、おおむねプロパガン
ダの送り手の視点から叙述され、それも文字
資料に依拠してきた。 
それに対して、本研究では、とくに以下の

３点に着目する。  
 第１に音声資料の利用である。米国議会図
書館（ＬＣ）や国立公文書館（ＮＡＲＡ）に
は、ラジオ放送の録音物が所蔵されており、
丹念に資料収集を行えば、今後さらに新資料
が発見される可能性は大きい。そうした音声
資料には、当然、アクセントや抑揚・効果音
による強調、音楽による民心の鼓舞や激励な
ど文字資料では浮かびあがってこない情報
が多く含まれている。本研究は、未開拓の音
声資料を用いることで、当時のプロパガンダ
の実態をより忠実に再現し、分析することが
可能になる。 
第２に受け手側からの視点である。上記の

通り、これまでの研究は送り手に偏りがちで
あったが、受信記録やプロパガンダに対する
受け手側の対抗策等、受け手に注目すること
によって、プロパガンダの効果の拡がりや影
響について、より深く解明することができる。
したがって、送り手であるアメリカ側の資料
だけに依拠せず、日本国内はもとより、昨今、
韓国で急速に公開が進む公文書の収集を行
い、それらをつきあわせることによって、複
眼的に比較分析を行い「広報外交」の様相を
明らかにすることが可能となる。 
第３に、マスコミ理論との接合である。ア

メリカのマス・コミュニケーション研究の礎
を築いたハロルド・ラスウェル、ポール・F.
ラザースフェルドらは、もともとは戦時下の
プロパガンダ研究に従事していた。本研究は
戦後のマスコミ効果研究と密接に結びつい
ていたプロパガンダ効果研究の功績を明ら
かにすることで、そうした研究の意義と限界
を明らかにするものである。また、日本の研
究者でも、例えば、戦前に宣伝学に従事し、
戦後は世論研究の第一人者として活躍した
小山栄三のように、本来、宣伝研究と世論研
究・マスコミの効果研究は同一地平に立つも
のと考えられる。したがって、アメリカはも
とより、日本、韓国における戦後のマスコミ
研究におけるプロパガンダ研究の位置づけ
を比較検討することで、社会科学的な知が、
いかに冷戦体制のなかに構造化されていた



のか、その様相を浮かび上がらせることがで
きる。 

 
３．研究の方法 
 

本研究は、冷戦期にアメリカ合衆国が日本
および韓国に対して行ったプロパガンダ活
動、すなわち「広報外交」（Public Diplomacy）
の実態を実証的に解明するために、以下の諸
点からアプローチする。 

第１に、プロパガンダに関する理論的再検
討を行う。国際コミュニケーションの手段と
してのプロパガンダは、その起源を第１次世
界大戦までにさかのぼることができるが、第
２次世界大戦においては、枢軸国・連合国の
双方が心理戦を展開した。さらに朝鮮戦争に
おいては、第２次世界大戦で蓄積されたノウ
ハウや経験、そして人的資源が動員され、米
中、南北朝鮮は互いに激しい心理戦を繰り広
げた。 

こうしたアメリカのプロパガンダ活動は、
冷戦下では、「広報外交」としてより精巧か
つ多彩なものとなっていったが、そこにはア
メリカの優秀なコミュニケーション研究者
が動員され、より効果的なプロパガンダを行
うための調査研究を行った。彼らの研究成果
は、その後広告や民間広報分野にも転用され、
今日でもマスコミの効果や受容に関する有
力な理論となっている。したがって、本研究
は、こうした観点からプロパガンダの理論的
再検討を行い、マスコミ研究に占めるプロパ
ガンダ研究の位置を明らかにするものとな
る。 

第２に冷戦期の東アジアの状況について、
地政学的・空間的観点から検討を行う。これ
までの多くの先行研究が、一国対一国のプロ
パガンダにとらわれがちであったという反
省に立ち、アメリカの対日・対韓プロパガン
ダ活動をつねに比較対照しながら検討を進
めるとともに、メディアの越境とその相互関
係にも留意する。また、必要に応じてアメリ
カの対東欧のプロパガンダ活動も参照する。
こうした視点を持つことで、東アジアの状況
を立体的に把握し、そこでの「広報外交」の
持つ意味の解明を行う。 

また、そもそも「冷戦」概念そのものも確
立したものではなく、その期間や定義に関し
ても決して一義的なものではない。本研究で
は、東アジアの状況に即して、冷戦の起源を
探り、電波や情報を武器とする冷戦の相貌を
明らかにすることで、「冷戦」の意味や構造
の捉え直しを図る。 

第３に、実際のプロパガンダに使用された
音声・映像資料などの現物の発掘に努めると
ともに、そうした音声資料の分析や考察方法
の検討を進める。また先行研究がアメリカの
公開資料に多くを依拠していたために、アメ

リカの立場からの研究に陥りやすいという
弱点を克服するために、国内はもとより韓国
においても精力的な資料収集に努める。 
 

４．研究成果 
 
本研究は、冷戦期にアメリカ合衆国が日本

および韓国に対して行ったプロパガンダ活
動、すなわち「広報外交」（Public Diplomacy）
の実態を、国内外の資料に基づき、実証的に
解明しようとするものである。 
  各種資料を収集し、総合した結果、アメリ
カの「広報外交」が冷戦構造の構築・固定化
と緊密に結びついて展開されてきたことが、
アジア地域ならびに東ヨーロッパ地域にお
けるＵＳＩＡ（United States Information 
Agency）の活動の実態から明らかにすること
ができた。 
そのうちアメリカ合衆国の対外放送であ

る VOA（Voice of America）の冷戦期の活動
に対して多面的に検討を行ったところ、以下
のことを明らかにすることができた。まず、
内容面では、VOA は冷戦期にはさまざまな番
組を放送したが、その１つの「VOA フォーラ
ム」は各国の知識人層を対象とした教養番組
で、知のヘゲモニーを握ろうとしたものであ
った。こうした VOAの戦略は、ハード面、す
なわち中継網の整備の上に成り立つもので
あった。VOA は「ラジオ・リング・プラン」
という計画に基づき、世界各地に中継所を設
置した。アジアにおいては、フィリピン、沖
縄、タイ、セイロン（スリランカ）に中継所
が置かれたが、それは、しばしば被設置国側
との間に葛藤をもたらすことになったので
ある。 
また、VOAの番組を始めとし、「広報外交」

の各種のプログラムは、その効果の測定とセ
ットとして実施された。その際に用いられた
世論調査技術は、より高度になり、洗練され
ていったのである。 
とくに、USIS東京は、アメリカの広報活動、

プロパガンダ活動の成果を測定するために、
「世論バロメーター」調査と呼ばれる世論調
査を日本国内で頻繁に行った。これは調査主
題として米・ソ・中国に関する国際情勢全般
を扱ったもので、アメリカが核問題や米軍基
地の問題に大きな関心を払っていたことが
わかる。 
中でも核・原子力に対する日本国民の意識

は、中心的な主題であった。USIAの世論調査
報告書によると、1950年代において、ヨーロ
ッパ諸国に比べ、日本ではアイゼンハワーが
提唱した原子力利用に関する国際機関の創
設についても悲観的な見方をする人が多か
った。また、日本ではアメリカの行う核実験
に対して反感を持つ人が多く、それは「政治
経済レベルの高い層」と「大学卒」に顕著で



あった。そして、日本人は、自分が生きてい
る間に原子力から利益を得られると考えて
いる反面、原子力は人類にとって恩恵をもた
らすより、災いをもたらすものだと考えてい
た。こうした日本人の態度は、アメリカの当
局者にとっては、「原子力ヒステリー」とし
か言えない矛盾したものであった。 

こうした世論調査や効果測定においては、
アメリカの社会科学者たちが大きく貢献し
ていた。すなわち、冷戦にさまざまな形で社
会科学が動員され、アメリカの勝利に寄与し
ようとしたのである。 

なお、本研究に際して、下記のシンポジウ
ムを開催し、内外の研究者との学術的交流を
行うことができた。 
・2009 年 8 月 3 日、「ソウル大学校言論情報
学科 BK21 事業団海外学者招請セミナー
－冷戦期プロパガンダ研究の新潮流－」（韓
国・ソウル大学校言論情報学科との共催） 
・2010 年 9 月 9 日、「第 1 回東アジア比較文
化研究会学術シンポジウム」（韓国・高麗大
学日本研究センターとの共催） 
・2011年 3 月 5日、国際シンポジウム「占領
期・ポスト占領期の視聴覚メディアと受容―
民主化・冷戦・モダニティ」（東京大学大学
院情報学環などとの共催） 
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